
































Knowledge Transfer Model from the Viewpoint of  


























45.3%（2008 年 3 月期）と過去最高で、4 年前に比べ 7.9 ポイント増加した（日本経済新聞


















                                                          
1 本研究は、熊倉（2008a、2008b、2009）を発展させた。 
2 たとえば、世界的な食品メーカーであるネスレは、世界に 100 ヶ所以上の海外拠点を有し（2007
年）、海外売上高比率は 98%以上であるのに対し、日本を代表する食品メーカーであるキリンの海外
売上高比率は、14.2%である（2007 年）。 



























                                                          
3 たとえば、グローバル・マーケティング研究においては、戦略の世界標準化、異なる市場間の調整、
世界的な統合が強調され（Zou and Cavusgil 2002）、企業は、国・地域ごと個別に戦略適応しようとす
るのではなく、グローバルな視点を保持しつつ事前に（proactive）適応する必要があるとされる
（Kotabe and Helsen 2008）。 
4 知識は、正当化された真なる信念と定義される（Nonaka & Takeuchi 1995）。 


















投資）を示した。また、Keegan and Green（2005）は、関与とコストに注目し、輸出→ライ 
 














































































適応性に注目すべきとされる（Keegan and Green 2005）。ここで、適応性とは、製品が市場
に合致するのか、必要な流通経路を確保できるのかなどである。さらに、母国や参入済み
の市場との文化的差異（Pedersen and Pedersen 2004）、類似した市場に関する知識（Malhotra, 
Agarwal and Ulgado 2003）などを考慮する必要があるとされる。すなわち、参入市場の選
                                                          
8 グローバル企業における知識移転については、藤岡（2003）が詳しい。 































－ 7 － 
よる先発市場から後発市場への知識の移転が同時に発生する。 
 





































































































海外売上高比率は、製造業全体の 45.3%に対し食品は 19.8%しかない（2008/3 期、日経新













には両立が容易ではない、高い収益性（連結経常利益率 5.4％、2008 年 3 月期）と高い成
長性（同売上高成長率 5.4％）とを同時に実現する11。 
グループ全体（連結）の売上高は 413,938 百万円（2008 年 3 月期）であり、2002 年 3 月
                                                          
10 たとえば、創業八家からトップに就任することが多い一方、不適切な人物が経営者とならぬよう、
各家から一世代に一人しか同社に入社できない不文律がある（「世界の味覚を虜にしたバーベキュー
＋α戦略」『プレジデント』2007 年 12 月 3 日号、162-169）。 
11 以下、業績に関する記述は、同社有価証券報告書による。 
－ 10 － 
期からの最近 6 年間の平均成長率は 3.5%と堅調に推移している（図表 4）。この背景とし
て、米国などの海外における成長が挙げられる。すなわち、国内売上高は 289,361 百万円
（外部顧客向け連結、全体の 69.9％、図表 5））で、最近 6 年間の年平均成長率は 1.4％で
ある一方、海外売上高は 124,576 百万円（同 30.1％）で、同期間に 9.8％の高成長を続けて
いることによる。 
 












































－ 11 － 
外 10.5％である（図表 8）。 
 

























































－ 12 － 
同社は、高い売上成長と収益性を誇っており、それらの源泉は海外にある。海外での収
益性が高い理由として、まず、生産効率の良さが挙げられる。従業員一人当たりの生産量
は、野田工場 260 キロリットルに対し、米国ウィスコンシン工場は 530 キロリットル程度
である。次に、醤油市場で圧倒的なシェアをもとに、価格競争を回避できること、広告費・











の製品と対応して、主力製品として「Soy Sauce」（Regular）、高付加価値製品「Less Salt Soy 
Sauce」「Tamari Soy Sauce」「Sushi and Sashimi Soy Sauce」などを揃える一方、たとえば「Special 
Fragrance Soy Sauce」など、現地の食生活に対応した製品を市場ごとに展開する。 
 



























がある。醤油と同様に海外においては、「Teriyaki」「Sweet Chill, Ginger & Soy」「Lime, 













本醤油株式会社を合併すると共に（1925 年）、創立当時 200 以上あった商標を「亀甲萬」









                                                          
12 以下、特に断らない限り、歴史的な記述はキッコーマン（1968、2000）および同社資料『Kikkkoman 
Corporate Profile』による。 
13 たとえば、2008 年 3 月期のグループ全体の市場シェアは 31%である。しかし、1918 年には 7%に
過ぎなかった（全国の出荷量 473,490 キロリットルに対し、同社のそれは 33,284 キロリットル）。 












は、ピークの 4,139 円（1977 年）から 2,233 円（2006 年）へと半減する一方、1994 年には、












































                                                          
14 同社は、11 カ国 40 拠点に及ぶグローバルな卸ネットワークを有する。 
15 たとえば、東洋食品の卸ネットワークである太平洋貿易および JFC インターナショナルは、醤油
類のグローバル化の過程で取得・構築された。 


























戦時には、海外 9 工場、3 出張所を有した16。 
戦後のグローバル化（図表 10）は、1949 年の米国向け直接輸出に始まる。戦前は日本人 
                                                          
16 同社は、戦前からグローバル化に積極的であった。たとえば、1938 年から 1941 年までの日本から
の輸出量 45,834 キロリットルのうち、同社のシェア 60％以上（27,665 キロリットル）であった。国
内シェア（8.9%）に比べ、いかにグローバル化に積極的であったか理解できる。 































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































－ 18 － 
の日本食向けであったのに対し、戦後、特に米国人向け量販店での取り扱いが始まった以
降は、現時人をターゲットとした（BS ジャパン「小谷真生子の KANDAN」における茂木






















                                                          
17 1956 年、現地紙の記事中における記述による。 
18 同社は、コストが高くても、優れた流通網を確保すべきであると考える（茂木 1983、1988、2007）。
同様に、生産においても、コスト（価格）より品質を重視する。 
19 醤油の輸出が許可された当時、その規格は全窒素分 1.3％以上であった。一方、国内では同 0.7％
以下の醤油も流通していた。すなわち、米国向けの醤油は相当に上質であった。 
20 たとえば、競合品である現地の化学醤油の価格は、同社のそれの 1/2～2/3 であった。競合他社の
広告「なぜ高いものを買うの」に対し、「品質が違うから」と対抗した。 























た24（現地適応化）。これらにより、「米国では、soy source ではなく、kikkoman とよばれる
                                                          
21 米国における生産能力は、1972 年：9,000 キロリットル→1990 年：45,200 キロリットル→1996 年
77,100 キロリットル（キッコーマン 2000）→2008 年 3 月末で約 132,000 キロリットル（日経産業新





『Forbes Japan』2007 年 7 月号、44-53）。 
24 米国における醤油の世帯普及率は、約 5 割にのぼる（日経産業新聞 2008 年 4 月 25 日）。 




























                                                          
25 松岡修造レポート（http://www.kikkoman.co.jp/50th/shuzo/p01.html、2008 年 3 月 16 日アクセス）に
よる。 
26 「キッコーマンの国際化」『Forbes Japan』2007 年 7 月号、44-53 ページにおける茂木友三郎の発言
による。 





























                                                          
27 たとえば、フランスにおいて、米飯に直接かけて食する醤油類として「スフレ」を開発した。 
28 たとえば、チェコに駐在員事務所を設けた（2006 年）。 





















1983 年、同社 2 番目の海外工場を、シンガポールに設立した（キッコーマン・シンガポー
ル社）。他の工場が大消費地近くに立地するのに対し、同工場は、欧州・豪州向けの生産基
地として、原料輸入・製品輸出などに有利な交通上の要地に設置された。現在では、アジ




シンガポール R&D ラボラトリー」（2005 年）を設立した。ここでは、中国人・インド人向
                                                          
29 その後、取扱製品の変更により、「キッコーマン・トレーディング・アジア社」（2001 年）となっ
た。 

























                                                          
30 キッコーマン・ブランドと中国産との価格差は、5 倍程度である（日経ビジネス 2006 年 8 月 28
日号に転載された Financial Times, 10 August 2006 の翻訳による）。ただし、同社は、価格を安易に引
き下げるべきではないとの考えに立つ（「キッコーマンの国際化」『Forbes Japan』2007 年 7 月号、44-53
における同社会長・茂木友三郎へのインタビュー）。 
31 中国の醤油市場は、500 万キロリットルと日本の約 5 倍である。大豆を化学分解した低価格の化学
醤油が主であり、キッコーマンが生産する本醸造醤油は、全体の約 1%に過ぎない（日経産業新聞 1999
年 12 月 2 日）。しかしながら、潜在顧客 1%は、人口では 1300 万人に達する（日本経済新聞 2002 年
6 月 19 日）。 





























































































































































－ 29 － 


















































































いずれも難しいがその中身が異なる」（「この人に聞く キッコーマン社長 染谷光男 世



















                                                          
35 中国など味覚・製法の異なる低価格の醤油が市場に既に存在する市場において、どのように対応
すべきか模索が続いている（「この人に聞く 世界共通のコンセプトを掘り下げる」『GEKIRYU 
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